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『2007年問題』への
対応は

中村 芳雄 議員
問：昭和22～25年に生まれた、

いわゆる「団塊の世代」が2007

年から順次、大量に定年退職を

迎える。これが「2007年問題」

である。

市役所としても、定年退職さ

れる職員のこれまで培われてき

た知識の伝承をどう考えている

か。また、同時に大量の人材が

職場を去るということで、人材

不足にも陥る可能性があるが、

今後の予測と対応はどのように

考えているか。

答：平成17～21年度行政改革の
具体的取り組みを明示した

『集中改革プラン』を今年度中

に策定し、職員の定員管理目

標を定める。この中で、国の

削減指針である「５年間で

５%削減」を達成する。定年

退職者は平成19（2007）年度

からの５年間で

合計223人、退

職金は各年度平

均10億円を見込

んでいる。職場

研修などを活用

し、経験豊富な

職員の持つノウ

ハウや技術をし

っかりと引き継

ぎ、後継者を育

成していく。

糸崎港線の
今後の安全対策は

中村 芳雄 議員
問：平成18年度末の完成に向け、

工事中の糸崎港線は、東は糸碕

神社付近から、西は三原駅・宮

浦方面へと、市内の東西交通の

重要な幹線道路として、また国

道２号のバイパスとして、渋滞

緩和に効果が期待されている。

しかし糸崎港線に接続している

区間は、多くの個所で安全対策

などが未整備の状況と考えてお

り、生活道路など安全面に対す

る地域の不安や不満の声がある。

今後の安全対策は、どのように

考えているか。

答：糸崎港線は、糸崎港臨港道
路から国道2号へ直結する支線

高架橋及び国道改良部分を含

め、東町踏切付近までの間、

延長約1.5kmで整備中であり、

国道２号の拡幅工事完成後、

全線供用を開始する予定であ

る。糸崎・松浜地区について

は、道路側溝・外側線などの

点検を早期に行い、平成18年

度中に関係町内会と安全対策

を協議する。また三菱正門前

や東町踏切前についても関係

機関と協議を行い、所要の対

策を講じていきたい。

人件費改革で健全財政へ

力田 忠七 議員
問：本市の平成16年度決算で、経
常収支比率は93.2％、財政力指

数0.606と低下し、起債制限比

率は12 . 4％で警戒ラインの

15.0％に迫っている。また、経

常一般財源に占める義務的経費

も45.5％を占め、財政の硬直化

が一段と進行しており、健全な

財政運営の確立が早急な課題で

ある。義務的経費の中で最も高

いウエイトを占めている人件費

について、定員管理を含めた｢人

件費改革｣の考え方を明らかにす

べきではないか。

答：国が職員数削減の指針とし
てあげている｢５％削減｣につ

いては、本年度中に定員管理

計画を策定し、今後５年間に

おいて実現に向けて取り組ま

なければならないと考えてい

る。

また、給与の適正化に取り

組む必要があり、給与構造改

革により、中高年齢層（45～

12月の定例会では、８・９日に一般質問が行われ、16人の議員が質問に立ちました。
その主な内容を、紙面の都合上、１人２項目以内に要約して掲載しました。

一 般 質 問

▲整備中の糸崎港線



一般競争入札」導入の意味が

ないように思う。提案の対象

工事額を引き下げることをは

じめ、競争性を確保できる入

札制度になるよう、調査研究

したいと考える。

「障害者福祉総合計画」
の策定を

高木 武子 議員
問：国において、新たに「障害者

自立支援法」が制定された。こ

の法律は、障害者の社会におけ

る自立が考えられているものの

実際に働く場所は確保されてい

ない。サービスに対する１割の

自己負担は、障害者の生きる権

利を揺るがすものである。新し

い法律なので、専門職員の配置

を求める。サービスプランの作

成には、当事者を参加させるべ
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きだ。本市の実態に根ざした

「障害者福祉総合計画」の策定を

急いでほしいがどうか。

答：専門職員の配置については、
職場内で専任職員を配置し、

研修と説明会に参加させるこ

とで対応している。サービス

のプランや利用は、障害者の

思いを反映させるよう、常勤

の相談員を配置し、専門的支

援にも努め、障害者ケアマネ

ージメント従事者養成研修に

取り組むことで成果があがる

と考える。平成18年度中には

障害福祉計画の策定が求めら

れており、障害者も「ひとり

の市民として普通に暮らせる

まちづくり」の推進に努める。

公立幼稚園で充実した
サービスを

高木 武子 議員
問：人が生きて育っていく段階で、

「生きる力を養う」就学前教育の

重要性が問い直されている。

公立幼稚園は、54年の歴史が

あるが、少子化により園児は

徐々に減少している。集団保育

が成り立ちにくい幼稚園も出て

きているが、公立幼稚園を必要

とする保護者も多い。

「３年保育」を実施する

幼稚園を拡大すべきであり、

預かり保育の実施、給食の

導入、保育一元化、総合保

育のあり方を検討すべきで

はないか。

答：「３歳児保育」につ
いて、現在、鷺浦・八幡

と本郷の3園で実施してお

り、総合施設導入にあた

ってノウハウが蓄積され

メモ
経営事項審査評点数とは？
公共工事に参加を希望する

業者は審査を受け、総合評点
を付与されることが必要。完
成工事高、自己資本額・有資
格者数、経営状況分析、技術
力、工事安全成績などを点数
化した基礎的データ。

60歳）で７％、全体でも4.8％

の大幅な引き下げになる。硬

直化を招かないような財政運

営を維持していく考えである。

一般競争入札の拡大を

力田 忠七 議員
問：公共事業発注の「一般競争入

札制度」を拡大することで、現

在よりも安値落札が期待される。

また地元企業への発注を増やし

て、現行制度の該当要件である

「工事金額３億円以上」を1～２

億円に引き下げれば、競争性が

向上し、落札率が下がるのでは

ないか。仮に、現在の発注金額

が３％～５％でも下がれば、20

人分余の人件費縮減が図られる

ことになり、極めて有効な財政

改善策と考えるがどうか。

答：「制限付一般競争入札」は、
広く技術力・信用力を求める

ため、資格を市内企業に限定

せず、「経営事項審査評点数」

と施工実績などの制限を設け

て実施してきた。市内企業に

限定すると、「指名競争入札」

とほぼ同一の企業による入札

となる可能性が高く、「制限付

▲市役所本庁舎

▲就労促進事業所「Piano2（ピアノ・ピアノ）」
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ているが、「預かり保育」は未

実施であり、総合施設が導入

された際には対応が必要にな

る。今後の幼稚園の方向性は、

新市建設計画の方針や行財政

改善懇談会からの提言を踏ま

え、地域性を考慮しながら、

国が進めている幼保一元化と

しての総合施設を、幼稚園・

保育所の再配置も検討するな

かで導入していきたい。

三河ダムの事業推進状況は

松浦 良一 議員
問：三河ダムは安定した水源を確

保するため総事業費約82億円で

事業推進している。第２期工事

は平成17年度より21年度で完成

する予定であるが、進捗率は3%

で非常に遅れている。

管理道・管水路の地元同意を

急ぎ、埋設工事に着手し、末端

配管計画、配管工事の個人負担

金・用水の単価など受益者に明

らかにし、一日も早く事業推進

をすべきと考えるがどうか。

答：三河ダム本体・管理道・揚
水機設置などを主とした１期

工事は、今年度ですべて完了

する予定で、今後県営による

主要幹線パイプラインの２期

工事、団体営事業による末端

配管の３期工事がある。配管

工事費受益者負担は10%を予

定し、用水使用料は有料を原

則に地元と検討する。

一部地域で地元同意が得ら

れず、設計作業が遅れている

箇所もあり、今後、地元との

連携が必要で、地元推進体制

の構築が必要と考えている。

三河ダム周辺整備事業
の考えは

松浦 良一 議員
問：かんがい排水事業「三河ダム」

に伴う周辺整備計画は、合併協

議でも協議されていると思うが、

旧久井町が地元地権者に示した

①ダム周辺に桜木200～300本

植栽、②ベンチなど遊園地設置、

③飲料用水施設設置、④周辺に

外灯設置し公園化するなどの計

画を具体化し、早急に地元と協

議し推進すべきと思うが考えを

伺う。

答：現在農業用ダムとして県と
一体となり早期の供用開始を

めざしているが、周辺整備の

具体的計画はなく、合併協議

のなかでも協議していない。

しかし旧久井町時代に県営

かんがい排水事業推進協議会

で幾度か取り上げられており、

全ての工事完成時には、周辺

整備について検討したいと考

えている。

農業担い手育成の取り
組みは

谷杉 義隆 議員
問：平成19年度から始まる品目横

断的な経営安定対策（日本型直

接支払い）が10月末に決まった。

この担い手は認定農業者（大規

模農家・法人）と集落営農組織

となっているが、小規模農家で

あっても意欲があり、集落営農

に結集すれば助成対象になる。

しかし生産現場では、この対策

を詳しく知っていない現状があ

ると同時に、本市では担い手と

なり得る組織が非常に少ない。

担い手育成についてどう取り組

みされるのか伺う。

答：国の「経営所得安定対策大
綱」は、平成19年度からの導

入に向け周知が図られている。

この対策の助成対象の担い

手の面積要件として、個人や

法人の認定農業者は4ha、地域

農業集団などの組織は20haが

基本原則で、地域によっては、

特例を設ける方向で動いてい

る。担い手の育成・確保は、

地域農業の推進のため重要課

題であり、国・県・農協など

の関係団体と連携を深めなが

ら進めていく。

▲整備が望まれる三河ダム

メモ
三河ダムとは？
市内久井町・大和町境の大

草川を堰き止めたコンクリー
トダムで、農業用水源として
付近の400haの農地を潤す。




